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Ⅰ．序論
　我が国では，近年少子高齢化や情報化，
グローバル化など急激な社会環境や生活環
境の変化に伴い，学校現場では，いじめ，
不登校，自殺，自傷，インターネット依存
などに加えて貧困問題などが複雑に絡み合
い，心の健康問題が危惧されている．学校
保健においてメンタルヘルスに係る健康課
題で養護教諭が支援した児童生徒がいた学
校は，小学校 78.0 ％，中学校 95.3 ％，高
等学校 95.1 ％と非常に多い状況である
（1）．このような社会背景の中で 2013 年
には「いじめ防止対策推進法」が策定され

（2），さらに平成 29年には「自殺総合対
策大綱」の中で重点課題として若者の自殺
対策が挙げられ，児童・生徒への支援充実
が国策として明記されている（3）．加えて
昨今のCOVID‒19 は，日常生活のあらゆ
る場面で国際的にも影響を及ぼし，教育活
動の制限等を強いられている．全国保険医
団体連合会が全国 31都道府県の小中学校
や高校などの養護教諭を対象に実施した調
査によると，子どもの健康悪化が 4割の学
校で報告されている（4）．このような多様
化・複雑化する状況の中で，これまで以上に学
校保健の果たす役割は重要であると言えよう．

[原著]

養護教諭が行う保護者支援に関する文献検討
　

石田実知子 1、山形真由美 2、井村亘 3、難波知子 4

1 川崎医療福祉大学保健看護学部保健看護学科　
2山陽学園大学看護学部看護学科

3川崎医療福祉大学医療技術学研究科健康科学専攻博士後期課程
4川崎医療福祉大学医療技術学部健康体育学科

要旨
　本研究は，養護教諭が行う保護者支援に関する研究を概観し，今後の課題を
明らかにすることを目的とした．医学中央雑誌Web版，CiNii を用いて文献検
索を行い，養護教諭の保護者支援に対する記載のある文献 3件を得た．本研究
で対象とした文献は，全て質的研究であった．また，発達障害支援に関するも
のが 1件，児童虐待に関するものが 1件，保護者支援とその影響要因に関する
研究 1件であった．養護教諭は相談援助のコーディネーション過程に沿って保
護者支援を実施していることが伺えた．しかし，利用者の顕在・潜在ニーズの
発見，評価については，保護者と健康相談できる機会の必要性や保護者のニー
ズに基づいた学校内，外部専門機関との連携，事例検討会の開催などの必要性
が考えられた．
　今後，これらの知見を基に，養護教諭の専門職としての独自性の構築に向け，
養護教諭に視点で課題を捉え，その解決に向けた実践内容と経過を的確に評価
し，実践研究を行っていくことで保護者支援の全体像を明らかにしていくこと
が課題である． 

キーワード：養護教諭、保護者支援

Vol. 162 (2): i2̲Oj02, 2022

石田実知子
〒 701‒0193　倉敷市松島 288　
川崎医療福祉大学保健看護学部保健看護学科
phone: 086‒462‒1111
mail: m‒ishida@mw.kawasaki‒m.ac.jp

2021 年   9 月 30 日受付 
2022 年  1 月  17 日受理 



医学と生物学 (Medicine and Biology)

2

　2008 年，｢学校保健法等の一部を改正す
る法律 (平成 20年法律第 73号)｣ が公
布され，改正における留意点として，第 9
条に保健指導が規定された．その中で，学
校関係者や保護者の間で共通の認識を持つ
ことの重要性について述べられ，必要に応
じ，保護者に対して必要な助言を行うもの
と法的に明記されている．また，子ども・
子育て支援法( 平成 24年 08月 22日法律
第 65号)においても，学校・家庭・地域な
どあらゆる分野において相互協力を行い，
子どもと保護者に対して支援を行うことが
明記されており，学校は子育て支援施設の
一つとして役割遂行が求められている． 
　養護教諭は，改正学校保健安全法（平
成 21年法律第 76号）によると学校保健
において中心的役割を担い，児童生徒個々
の健康課題の解決に向け，他の教員や保護
者と連携を図りながら生徒の対応に当たる
ことが重要とされている．2015 年に発表
された中央教育審議会答申「チームとして
の学校の在り方と今後の改善方策について」
によると，養護教諭は子どもの複雑化・多
様化した子どもの健康課題に対し，学校保
健活動推進や保護者や地域との連携を推進
するコーディネーターとしての役割が示さ
れている（5）．つまり，これらのことから，
養護教諭は，児童・生徒の健康の保持・増
進に向け保護者と連携をとりつつ，様々な
健康問題に対し，担任教員，スクールカウ
ンセラー等の中で中心的な役割を担ってい
くことが求められているといえる． 
　養護教諭の保護者との連携に関する研究
では，蛭田らは，学校不適応を示す生徒に
対する養護教諭の連携行動に関する調査
（6）において，養護教諭が積極的に保護者
の相談にのるとした者は約 65.0 ％であっ
たという結果を得ている．また，自傷行為
を行う児童生徒への養護教諭の支援の実態
について明らかにした巻らの調査（7）で
は保護者との連携が 57.0 ％であったこと
が報告されている．一方で，保護者が養護
教諭に求める支援に関する研究では，平井
らは，母親は中学校養護教諭に対して，個
別支援として母親への情緒的支援を求めて
いることを推察していた（8）．また，中島

ら（9）は，発達障害児の保護者に対する
インタビューから，子ども達や保護者が利
用しやすい保健室に期待があることを挙げ
ていた．さらに，小倉ら（10）の学校保
健活動や養護教諭の執務に関する保護者に
対する調査では，保護者は養護教諭に対し
て密な連携を望んでいることが明らかとな
っている．養護教諭は，現代的課題など近
年の問題状況の変化に伴い児童生徒の心の
健康問題がかかわっていること等のサイン
にいち早く気付くことのできる立場にあり，
養護教諭の健康相談活動が一層重要な役割
を持ってきている（11）．このため，今後
ますます養護教諭の保護者支援に果たす役
割は重要となってくると考える． 
　しかし，これらの研究は，養護教諭に対
する保護者のニーズに関する調査や養護教
諭と保護者との連携の実態に関する研究で
あり，養護教諭が行う保護者支援について
は十分に明らかになっておらず，整理につ
いても不十分である．唯一，2014 年に平
井（12）によって養護教諭の行う保護者
支援に関する文献の整理は行われているも
のの，平井が指摘しているように検索キー
ワードに家族支援が含まれており，保護者
支援との差別化が図れていないことが挙げ
られる． 

Ⅱ．目的

　本研究の目的は，養護教諭が行う保護者
支援に関する研究を概観し，今後の課題を
明らかにすることである．

Ⅲ．方法
１．研究デザイン
　文献研究
２．用語の操作的定義
１）保護者
　保護者を学校教育法第 16条における「子
に対して親権を行う者（親権を行う者のな
いときは，未成年後見人）」という定義を
援用して用いた． 
２）保護者支援
　保護者支援とは、児童・生徒の発達の基
盤である地域・家庭で健やかな成長発達が
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できるよう保護者に対応し，保護者を支え
助ける，養護教諭から見た保護者への関わ
りと定義した． 

２．対象文献
１）分析対象文献の採択方法
　分析対象文献の包含基準は養護教諭の保
護者支援について記載されたものとし，一
次スクリーニングと二次スクリーニングを
実施した．
　一次スクリーニングは 2名の研究者が独
立してデータベース検索により選出された
文献の表題および要旨の精読を行った．そ
して，除外基準である保護者からの養護教
諭への支援ニーズに関する文献，および養
護教諭個人の保護者対応における変容過程
における文献，文献研究の論文は除外した．
　二次スクリーニングでは，重複している
文献を除外し，2名の研究者が独立して一
次スクリーニングにて採択された文献のフ

ルテキストを精読し，採択基準を満たした
論文を選定し，2名の結果を照合した．意
見が異なる場合は第三者の意見を取り入れ，
研究者間でコンセンサスが得られるまで討
議し，最終的に採択する文献を決定した．
なお，文献検索によって得られた論文のう
ち，重複文献，会議録を削除し，原著論文
のみ分析対象とした（Fig.1）．
２）検索法
　文献検索エンジンは，日本における現状
を把握するために，医学中央雑誌Web版
（Ver.5）およびCiNii Articles の学術文献
データベースを用いた．検索キーワード及
び演算子は，保護者支援の定義に基づき，
医中誌Webでは、「養護教諭」AND「保護
者支援」OR「保護者対応」CiNii Articles 
では、(養護教諭) (保護者支援 OR 保護者対
応 ) とした．検索漏れを防ぐため，年月指
定、出版形態などの検索条件は設けなかっ
た（最終検索日：2021/8/18）．

Fig.1　分析対象文献選定のプロセス



医学と生物学 (Medicine and Biology)

4

３．分析方法
　本研究で対象とした文献は，研究動向を
把握し研究課題を見出すために，年次別の
動向により分析し，文献内容は，著者名，
発行年，データ収集方法，分析方法につい
て整理した． 
４．倫理的配慮
　本研究は，既に一般に公開されている文
献を対象とする文献研究であり，「人を対
象とする生命科学・医学系研究に関する倫
理指針」における倫理的配慮に関する諸手
続きを必要としない．分析対象文献につい
ては，文献リスト（Table1）を作成した．
また，内容抽出の際には著者の文脈・論旨
を損なわないように意味内容を損なわない
よう研究者間で十分協議しながら，分析を
行い，著作権に配慮し引用文献の出典を正
確に記載した． 

Ⅲ．結果
１．文献検索の結果
　国内文献医学中央雑誌Web版（Ver.5）
6件，CiNii Articles 9 件，であり，目的
に該当しない文献を除外し，最終的に 3文
献を対象とした． 
２．文献数の年次推移
　対象文献全 3件のうち，2013 年 1件， 
2017 年 1件，2018 年 1件であった．
３．分析対象文献の概要
１）研究方法
　研究手法は 3文献全てにおいて，インタ
ビュー調査による質的研究によるものであ
り，分析方法はグラウンデッド・セオリー・
アプローチ（文献1），質的内容分析（文
献 2），質的帰納的分析（文献 3）であった．

三文献のインタビュー内容は，養護教諭の
児童虐待対応における保護者への対応の困
難，保護者との信頼関係構築のプロセスに
おける養護教諭が行う保護者支援とその影
響要因，発達障害に関する保護者支援等で
あった． 3 文献の内 2文献は，発達障害
児（文献 2）・児童虐待（文献 3）に限定
した保護者支援であった．
2）文献の内容
　各文献の保護者支援に関する箇所を取り
出した後，対象とした文献の内容を概観す
ると，大きく「（1）養護教諭が行う保護者
支援」と「（2）保護者支援における困難」
の 2 つに分類された．
（1）養護教諭が行う保護者支援
　養護教諭が行う保護者支援は，①養護教
諭の保護者との個別的な関わり，②学校内
外，保護者との連携に向けた取り組みの 2
つに分類された．
　文献 1は，養護教諭が行う保護者支援と
して，道具的・評価的・情緒的・情報的支
援や家庭教育支援という幅の広い支援の種
類を展開し，ニーズとの適合性の高低を評
価しながら，ときに依頼や謝罪をし，保護
者と個別に関わっていることが示されてい
た．その際，子どもの様子を伝える・情報
共有・下手に出る・言葉を選ぶ・寄り添う
・受容する・自己開示するなどの関わり方
の工夫をしていることが示されていた．ま
た，関わり方の中で，依存的でなく対等の
関係性であるか，保護者との関係性の確認
をしていることが述べられていた．
　文献 2は，発達障害児の保護者支援につ
いて，児童生徒が薬を服用している場合，
注意して観察し状況を保護者に伝えるなど，

Table1　養護教諭が行う保護者支援に関する文献リスト
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専門的知識による支援を行なっていること
が示されていた．また，保護者が来校した
時などに少しでも声をかけ，子どもの肯定
的な情報を保護者にフィードバックし，健
康問題をきっかけに気軽に悩みが相談でき
るよう意識していることが示されていた．
さらに，特別支援の必要な児童の保護者の
大変さや生活の困難さについて理解をした
上で保護者の願いを聞くこと，保護者の不
安に配慮した関わり，担任とは違う視点で
の関わり，機会をとらえて子供の現在の様
子や今までの内容を聞くなど，保護者の側
に立った支援を行っていることが示されて
いた．加えて，担任との関係がうまくいか
ない時の聞き役，担任と保護者の仲介をし，
面談は複数で行うなど担任への不満を聞く
ことを行っていることが示されていた．
　文献 3は，養護教諭の児童虐待対応にお
いて，母親への何げない声掛けや子どもの
疾患についての健康相談がきっかけで虐待
や子育て上の困難について相談を受け，保
護者対応する事例もあることが示されてい
た．文献 1は，教員からの信頼を土台に，
養護教諭は担任を尊重しながらコーディネ
ートや連携・協働、教員につなぐなどのチ
ームの条件を整えて支援チームの構築をす
るよう働きかけていることが示されていた．
文献 2は，校内で話し合いをきちんと伝え
る，教職員間で対応を統一，必ず担任を通
す，保護者との連携内容を担任，管理職に
伝える，担任に保護者の気持ちを伝えるこ
とを行い，将来子育てが困難となることを
予測したり，長期的な支援の必要性など支
援の方向性を決め，学校内外，あるいは保
護者との連携を行っていることが示されて
いた．
　文献 3は，児童虐待対応における保護者
への対応について担任や管理職と相談しな
がら役割を決めて保護者に対応しているこ
とが示されていた．
（２）保護者支援における困難
　文献 1は，職務遂行上の専門性のある関
わり，日常の保護者との関わり，保護者の
顔や名前など保護者を把握しにくい職種で
あることなど，保護者と個別的な関わりの
中で，保護者に対して困難感を感じている

ことが示されていた．
　文献 2は，発達障害児への養護教諭の保
護者支援における困難として保護者との連
携，保護者との問題意識のずれにより，保
護者と対峙していることが示されていた．
　文献 3は，児童虐待事例に対し，養護教
諭の介入の必要性を理解しながらも，実際
に関わるべきかどうかを迷う状況から介入
することの困難さが生じていると述べてい
た．また，繰り返し保護者対応を行っても，
養育行動は改善されず，保護者と地域社会
をつなげることができない状況から，保護
者の批判的・威圧的な態度，家庭の問題に
関わることに対する保護者の拒否，対応へ
の不満を理由とする保護者から攻撃により，
保護者との関係づくりの難しさを実感し，
保護者を支え続けることの困難さが生じて
いることが示されていた．加えて，支援を
しても改善されない現実を目の当たりにし
て，自身の力量に自信が持てなくなり，対
応を続けてよいかという不安やと役割への
責任感との間で揺らいでしまう状況から，
養護教諭としての役割を遂行することの困
難さが生じていることが示されていた．

Ⅳ．考察
１．研究の動向
　対象文献は，2015 年 1件， 2017 年
1件，2018 年 1件の，全 3件であった．
学校保健安全法施行規則の一部を改正する
省令以降，2015 年から保護者支援におけ
る原著論文が掲載されているが，2021 年
現在までに全 3件と僅少である．対象文献
も保護者支援全般に関するもの 1件，発達
障害，児童虐待に特化したもの各 1件であ
り，養護教諭が行う保護者支援に関する知
見が十分に得られているとは言い難い．学
校保健において，児童生徒の健康を保持増
進し，安全を確保することが求められ，養
護教諭の職務は，家庭・学校・地域の中で
多様化し広範囲にわたっている．日本学校
保健会発行の保健室利用状況に関する報告
書；2016 年度調査結果（13）によると，
保護者の保健室の利用状況は，小学
校 57.9 ％，中学校 48.4 ％，高等学校 47.8
と報告されている．また，保護者からの電
話相談は，小学校 30.5 ％，中学校 36.6 ％，



医学と生物学 (Medicine and Biology)

6

高等学校 41.6 ％，全体では 33.4 ％と報告
されており，多くの養護教諭が保護者支援
をしていることが伺える．しかしながら，
現職養護教諭の研究報告において，論文と
同等の研究報告は極めて少数であり，養護
学の体系化・理論構築に至っていないこと
が指摘されている（14）．このため，養護
教諭の視点で課題を捉え，その解決に向け
た実践内容と経過を的確に評価し，実践研
究報告を行っていくことが望まれる
（14）．
　研究手法は 3件全ての文献において，イ
ンタビュー調査による質的研究によるもの
であった．養護教諭の保護者支援に関する
分野は，新規な事象や課題であるため既知
の研究知見が少なく，実践者である養護教
諭へのインタビュー調査によって知見の蓄
積を進めている現状があると考えられる． 
3 文献の内 2文献は，児童虐待・発達障害
と，子どものおかれた特性を限定した保護
者支援であった．これらの支援内容は，個
々の子どものおかれた状況や家庭環境によ
り大きく異なることから，今後さらなる研
究を積み上げ，保護者支援の特徴を明らか
にしていくことが必要であると考える．一
方で，子どものおかれた特性を限定しない
ものは，平井ら（2017）の報告のみであ
り，養護教諭の専門職としての独自性の構
築に向け（12），保護者支援の全体像を明
らかにしていくことが課題である． 
２．養護教諭の保護者支援
１）養護教諭が行う保護者支援と課題
　養護教諭の保護者支援として，保護者の
不安や大変さに配慮した関わり，子供に対
する肯定的な受け止めのフィードバック，
担任と保護者の仲介など，保護者の立場に
立って信頼関係を築きながら支援をされて
いた．その際，言葉を選ぶ，下手に出る，
自己開示するなどの関わり方の工夫を行い
ながら，保護者に寄り添い受容し，理解し，
時には保護者と対峙しながら，対等な関係
性を構築していると考えられた．また，支
援の過程の中で保護者のニーズとの適合性
の高低についてアセスメント，モニタリン
グしながら支援の方向性を決定し，専門的
な知識による支援を行っていることが示唆

された．特に養護教諭は定期的に保護者に
関わることが難しいため，保護者が来校し
ている機会に何気なく子供の様子を伝えた
り，健康相談をきっかけに悩みを引き出す
など，養護教諭から保護者へのアプローチ
を心掛けていることが推察された．さらに，
養護教諭は，保護者への個別的な関わりに
よる支援に並行して，学校内外との連携し
た支援チームの構築を目指していた．学校
内では教員からの信頼を土台に，担任を尊
重しながらコーディネートや連携・協働，
教員につなぐなどのチームの条件を整えて
いた．そして，将来の困難さの予測や長期
的な支援の必要性などの支援の方向性を決
め，保護者を含む学校内外との連携を行っ
ていた．これらの保護者支援は，とりもな
おさず養護教諭が保護者の信頼を得ること
に繋がっていると考えられた．これらのこ
とから養護教諭は，相談援助のコーディネ
ーション過程（15）として保護者の顕在
・潜在ニーズ両方を発掘する行動であるニ
ーズの発見，アセスメント，実施，評価と
いう相談援助の流れに沿って保護者支援を
していることが推察された．
　しかし保護者は実際には養護教諭から期
待以上に支援を受けていないと認識してお
り，保護者が養護教諭と面談の機会が持て
る必要があると指摘している（16）（17）．
また，中学校における養護教諭に対する母
親の支援ニーズとしては，道具的・評価的
・情緒的支援が相互に正の関連を示し，特
定の支援ニーズが高い母親はすべての支援
を求め，特定の支援ニーズが低い母親はす
べての支援を求めないことが示唆されてい
る（18）．本研究における養護教諭が行う
保護者支援では，養護教諭は保護者が来校
された際や健康相談をきっかけとして保護
者に関わっていた．また，保護者の名前な
どを把握しにくい職種であることに困難を
抱えていた．これらことから，支援ニーズ
の高い保護者のすべてのニーズへの期待に
応えることや，支援ニーズの低い保護者の
潜在ニーズの発見についての支援は十分と
は言えず，養護教諭のみで解決できる課題
ではないであろう．現代は，社会の変化に
伴い，生き辛さやリスクが複雑化・多層化
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しており，保護者自ら援助が求められず，
支援機関に繋がることができない保護者が
一定数いるものと考えられる．相談支援の
入り口，健康相談ができる機会を作るため
には，援助要請しやすい環境調整や，保護
者支援そのものに対する情報提供が必要で
ある（19）．保健室にアクセスしやすい工
夫を行うなどのアウトリーチ活動などの工
夫を行うことも必要であると考える．そう
したことにより，支援が届けることができ
ない保護者に出会うことで予防的介入・早
期介入に繋がっていくものと考えられる．
また，保護者との関係性の確認に加え，支
援経過の評価を行っていくことが必要であ
ると考えられる．同時に養護教諭の専門性
を発揮するためには，積極的に問題をもつ
子どもに関わること，教職員との連携，健
康相談の知識技術を学ぶ意欲が必要であり，
養護教諭の研修体制について検討すること
が課題である（19）．
２）保護者支援における困難と課題
　保護者支援における困難では，保護者を
把握しにくい職種であること，保護者との
問題意識のずれや拒否，保護者対応しても
改善されないことによる自身の力量への揺
らぎなど，養護教諭としての役割を遂行す
ることの困難さが示されていた．先行研究
では，児童虐待事例について保健師の保護
者支援の困難として，支援者が母親に対し
て否定的な感情を抱きやすいこと（20），
支援関係構築にあたり困難感や負担感を抱
きやすいこと（21）など，本研究の児童虐
待対応の養護教諭と同様の困難が報告され
ている．児童虐待事例においては，特に親
の生育歴や生活状況を理解し，共感的な姿
勢で信頼関係を築いていくことが求められ
る（22）．加えて，虐待予防の実践では，
母子保健に関する知識や技術に留まらず，
精神保健福祉に関する知識や技術を基盤と
した活用が重要とされている（23）．これ
らより，養護教諭のもつ困難感や否定的感
情を共感し合いながら，学校内外の保健福
祉職等が連携して，専門性を活かした保護
者支援をしていくことが必要と考えられ
る．
多職種との連携については，厚生労働省が

提示している発達障害者支援施策において
も，教育委員会，福祉部局，学校，障害児
通所支援事業所の関係構築の場を設けるこ
とや福祉部局と教育委員会等による合同研
修の実施が提示されている（24）．また，
2015 年中央教育審議会による「チームと
しての学校の在り方と今後の改善方策につ
いて（答申）」には，より困難度を増して
いる生徒指導上の課題に対応していくため
には，教職員が心理や福祉等の専門家や関
係機関，地域と連携し，チームとして課題
解決に取り組むことが必要と記されている
（25）．ゆえに，多様な困難さを抱える養
護教諭の保護者支援においても，学校内，
外部専門機関との連携により，保健・医療
・福祉関係者と協働しながら保護者のニー
ズに基づいた支援を行うことが求められる．
そのためには，「チームとしての学校」を
実現する「専門性に基づくチーム体制の構
築」「学校のマネジメント機能の強化」「教
員一人一人が力を発揮できる環境の整備」
の 3つの視点（25）に沿って検討を行い，
日頃から教員との関係づくりを行いつつ，
校内外の組織体制の整備をしていくことが
課題である． 

Ⅴ．結語
　本研究は，養護教諭が行う保護者支援に
関する研究を概観し，今後の課題を明らか
にすることを目的とし，以下の示唆が得ら
れた．
　養護教諭は保護者支援において相談援助
のコーディネーション過程に沿って保護者
支援を実施していることが伺えた．しかし，
保護者の顕在・潜在ニーズの発見，評価に
ついては，保護者と健康相談できる機会の
必要性や保護者のニーズに基づいた学校内，
外部専門機関との連携，事例検討会の開催
などの必要性が考えられた．また，これら
の知見を基に，養護教諭の専門職としての
独自性の構築に向け，養護教諭に視点で課
題を捉え，その解決に向けた実践内容と経
過を的確に評価し，実践研究を行っていく
ことで保護者支援の全体像を明らかにして
いくことが課題である．さらに，本研究
は 3文献のみを反映した結果であることか
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ら，結果の一般化には慎重にならざるを得
ない．今後は，データベースで拾い上げら
れない様々な研究や実践報告などを幅広く
収集し，養護教諭が行う保護者支援の現状
について検討する必要がある．
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Summary
The purpose of this study was to review the research on parental support by 

school nurses and to identify future issues. A literature search was conducted using 
the Web version of the Central Journal of Medicine and CiNii, and three articles with 
descriptions of parental support by school nurses were obtained. All of the literature 
included in this study was qualitative research. One study was related to support for 
developmental disabilities, one study was related to child abuse, and one study was 
related to parental support and its influencing factors. It was found that school nurses 
provided support to parents in accordance with the coordination process of consultation 
and support. However, in terms of discovering and assessing the apparent and latent 
needs of the users, it was thought that there was a need for opportunities for health 
consultation with the parents, cooperation with the school and external specialized 
agencies based on the needs of the parents, and the holding of case study meetings. 

In the future, based on these findings, in order to establish the uniqueness of 
the school nurse as a profession, it is necessary to grasp the issues from the viewpoint 
of the school nurse, to accurately evaluate the contents and progress of the practices 
to solve the issues, and to clarify the overall picture of support for parents by reporting 
on practical research. 

Keywords: Yogo teachers, parent support




